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＊虐待
・虐待死の子の２割 母親が10代で妊娠（NHK WEBNEWS・9月2日）
過去10年間に虐待を受けて死亡した子どものうち２割は母親が10代で妊娠していたことが厚生労働省の調査でわかりました。公的機関の支援を受けず孤立していた母親が多く、支援にどう結び付けていくかが課題となっています。

厚生労働省によりますと、平成28年度までの10年間に、無理心中を除いて親などから虐待を受けて死亡した子ども535人のうち、２割近くの99人は母親が10代で妊娠していました。

このうち、生まれて24時間以内に死亡した子どもは25人に上りました。

母親が市町村や児童相談所など公的機関の支援を受けず孤立していたケースが多く、およそ４割が妊婦健診を受診していなかったということです。

妊娠中から孤立を防ぎ、支援にどう結び付けていくかが課題となっています。

厚生労働省は「市町村や児童相談所での相談窓口を充実させ利用を呼びかけることに加え、孤立している母親に支援を届けるための対策を検討したい」としています。

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20180902/k10011604411000.htm
・虐待疑い、介入どこまで　親権制限の議論も　目黒事件から半年（朝日新聞・9月3日）
　東京都目黒区の船戸結愛（ゆあ）ちゃん（当時５）が虐待死したとされる日から、２日で半年がたった。結愛ちゃんがノートにつづった言葉が反響を呼び、国も緊急対策をまとめた。ただ、警察や児童相談所（児相）がどこまで家庭に介入すべきか、運用面の課題も多い。そんななか、親権制限のあり方にも目が向けられている。
　政府が７月にまとめた緊急対策では、転居前後での児相同士の情報共有や、児相と警察の情報共有の強化などが柱になっている。児相が全ての通告について警察に提供する動きも始まっている。
　警察と児相の情報共有について、福岡市の「こども総合相談センター」でこども緊急支援課長を務める常勤弁護士、久保健二さんは「警察の関与の必要性のない家庭の情報まで提供するのは問題だ」と話す。同センターへの２０１７年度の通告１４５７件のうち１６５件は、虐待の疑いがなかった。「赤ちゃんが泣いている」といった「泣き声通告」が多いといい、久保さんは「警察が立件できない場合、児相と親との対立関係だけが残る可能性もある」と指摘する。
　目黒の事件を機に、親権制限のあり方を見直すべきだという意見もある。
　親権制限は、親権が適切に行使されないとき、子どもや親族、児童相談所長などの申し立てに基づき、家庭裁判所が審判で判断する。完全に失わせる「親権喪失」、２年を超えない範囲で一時的に止める「親権停止」、子の財産の「管理権喪失」が民法に定められている。親が信仰する宗教のために子どもへの輸血を許さない家庭について親権停止が認められ、無事に手術を受けられたケースなどがある。
　１７年、家裁が新規に受けた親権制限の申し立て件数は３７３件。大阪大学の床谷文雄教授（家族法）は「親権停止の仕組みは改善できる」と言う。ドイツでは、親権にあたる「親の配慮」の中で、世話をする身上監護や、住まいを決める居所指定の部分だけを児相に移す制度がある。「日本でも、子どもの保護の障害になる部分だけを止める制度をつくることはできる」と話す。
　■「子どもの頃に縁切りたかった」
　都内のパート看護師の女性（４４）は、結愛ちゃんのニュースを直視することができない。幼い頃の自分と重なってしまうからだ。
　女性のアルバムには、３、４歳の頃、母親に手をたたかれながら何時間もかけて名前を書いた紙がはってある。当時、母親から１日のスケジュールを細かく決められた表があり、できたかどうか、◎から×まで４段階で書き入れなければならなかった。△と×があると、たたかれたり蹴られたりした。泣き叫ぶと、母は馬乗りになって、女性の口に粘着テープをはった。のどに指を突っ込まれ、爪でひっかかれて出血したこともある。病院に連れていかれたが、母が怖くて、医師にケガの理由を言えなかった。
　大人になって「児童虐待」という言葉を知り、自分の身に起こっていたことは虐待だと気づいた。母を問い詰めても、「覚えていない」と言われた。「許せない」。２年前、父母の戸籍から抜ける分籍の手続きを取った。「子どもの頃に親と縁を切れるなら、そうしたかった。もっと気軽に逃げられる場所や、子ども自身が自分の家は異常だと気づけるような教育も必要だと思う」と話す。（杉原里美）
　◆キーワード
　＜東京・目黒の虐待事件＞　３月２日、東京都目黒区の船戸結愛ちゃんが自宅から救急搬送され、病院で死亡した。自宅アパートからは「もうおねがい　ゆるして　ゆるしてください」などとつづられたノートが見つかった。結愛ちゃんに十分な食事を与えず放置したなどとして、父親の雄大容疑者（３３）と母親の優里容疑者（２６）が６月、保護責任者遺棄致死罪で起訴された。
https://digital.asahi.com/articles/DA3S13662181.html?rm=150
・施設や里親家庭で虐待増加　15～16年度、厚労省まとめ（日経新聞・9月5日）
　虐待や経済的な事情で親元で暮らせない子供が、入所先の児童養護施設や里親家庭で虐待を受けた事例が、2015年度に83件（被害者123人）、16年度に87件（同128人）あったことが分かった。厚生労働省が５日までに明らかにした。14年度の62件（同86人）から増加傾向が続いている。
　半年以上の長期にわたり被害に遭った子供もいた。施設職員や里親の行為に関する相談や通告を自治体が調査し、厚労省が数字をまとめた。
　虐待の内容別では、暴力を伴う身体的虐待が最も多く、15年度49件、16年度52件に上った。暴言などの心理的虐待は15年度18件、16年度16件。性的虐待は15年度14件、16年度15件だった。
　虐待が起きた場所は児童養護施設（15年度40件、16年度53件）が最も多く、里親家庭と、里親らが複数人の子供を育てる「ファミリーホーム」が合わせて15年度11件、16年度13件だった。障害児入所施設や児童自立支援施設でも起きていた。被害が続いた期間は１週間以内が最も多かった。
　施設職員が、注意に従わない子供を蹴ったり、里親が日常的に罵声を浴びせたりしたケースもあった。虐待の判明後は、自治体が施設に再発防止を指導、里親の相談支援体制や研修を強化するなどの対応を取ったとしている。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO35007980V00C18A9CR8000/
・児童養護施設の子どもたちの暴力 ５年で2000件余（NHK NEWSWEB・9月5日）
親から虐待を受けるなどして、児童養護施設で暮らす子どもたちの間で、昨年度までの５年間に性暴力や身体的な暴力などが少なくとも2000件余り起きていたことが、ＮＨＫのアンケート調査でわかりました。施設内の暴力について、全国的な実態が明らかになったのは今回が初めてで、厚生労働省は対策を検討する方針です。

児童養護施設は、虐待を受けたり、経済的に困窮したりして、親と暮らせない子どもたちを預かる施設で、主に社会福祉法人が運営しています。

　去年３月の時点で、全国およそ600の施設で2万6000人余りの子どもが暮らしています。

　ＮＨＫは、都道府県や政令市など全国69の自治体を対象に、施設で起きた暴力についてアンケート調査を実施し、ことし７月までに86％に当たる59自治体から回答を得ました。

　それによりますと、児童養護施設で暮らす子どもたちの間で暴力が起き、施設が自治体側に報告したケースは、昨年度までの５年間に少なくとも2040件に上ったことがわかりました。

　暴力の内容は、性的な行為を強要するなどの性暴力が最も多くて961件、次いで、殴る蹴るなどの身体的な暴力が831件、無視や暴言などの心理的な暴力が248件となっています。

　児童養護施設で起きた子どもたちの間の暴力について、全国的な実態が明らかになったのは今回が初めてです。

　厚生労働省は、子ども一人一人にきめ細かいケアが行えるよう、施設の小規模化を進めるなどしていて、施設内の暴力については、今年度中に実態調査を行い、具体的な対策を検討する方針です。

被害児母の訴えで国も動く
厚生労働省が対策を検討することになったきっかけは、７年前、三重県名張市にある児童養護施設で起きた性暴力です。

　当時、離婚をして体調を崩した母親が、７歳の娘を一時的に施設に預けましたが、そこで娘が男子中学生から下着を脱がされるなどのわいせつな行為を受けました。

　母親は慰謝料を求める裁判を起こし、裁判所は去年４月、性暴力があったことを認め、中学生の親に180万円の支払いを命じました。

　裁判では、三重県側が、県内の児童養護施設で、子どもの間の性暴力が過去５年間に51件起きていたことを明らかにしました。

これを受けて母親は、施設内暴力の根絶を目指す団体を立ち上げて国に対策を求め、厚生労働省は全国で実態調査を始め、対策を検討することになりました。

専門家「社会がしっかり向き合うべき」
暴力の加害者や被害者の精神的な治療を行う専門施設の園長で、児童精神科医の早川洋医師は、今回の調査結果について、「すべての施設で深刻な暴力が起きているわけではないが、一部の施設の問題とするのではなく、社会がしっかりと向き合うべき問題だ」と話しています。

　また、暴力を振るった子どもに話を聞くと、親などから暴力を受けた過去が明らかになるケースが多いとしたうえで、「暴力で物事を解決してもよいのだと身をもって学んでしまうと、暴力のハードルが低くなる。また、親などから受けた理不尽な暴力へのやり場のない怒りが、自分より弱い存在に対する暴力となって出てしまうこともある。問題を放置すれば、暴力が連鎖していくおそれがある」と指摘しています。

　そのうえで、「暴力に頼らず話し合いで解決する方法を教えるのが大切で、過去に受けた暴力への怒りを大人が受け止められれば、攻撃性はなくなっていく。暴力を振るう子どもを職員が力で押さえ込もうとしてはならず、適切に対処できる人材を育てて、チームで対応できる体制の整備が必要だ」と話しています。

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20180905/k10011609301000.html

・子どもの虐待　過熱報道のあとに始まる「本当に大切なこと」（Forbes・9月27日）
東京都は現在、「平成30年度東京都一般任期付職員の募集について」と題して「児童福祉司」と「児童心理司」を募集している。このことに気づいている人はどのくらいいるのだろうか。

通常は、新年度の4月付の採用が一般的だ。たとえば欠員が出て、それを補うために年度の途中で募集することはあるが、今回のように年度途中（12月付）での新規採用は珍しい。

目黒区の5歳女児虐待死事件を受けて
今回の東京都の児童相談所児童福祉司の募集は、目黒区で起きた5歳の船戸結愛ちゃん虐待死事件の流れを受けたものであることは間違いない。

平成30年3月、結愛ちゃんは虐待の末に亡くなった。本人がひらがなの練習として書いた「もっとあしたはできるようにするから　もうおねがい　ゆるして　ゆるしてください　おねがいします」という“反省文”が6月6日に警視庁により公表されると、人々の関心は一気に高まった。

家族が最初に住んでいた香川県、そして転居先の東京都の両児童相談所（児相）が関わっていたにもかかわらず亡くなったこともあり、報道は過熱。連日、テレビには少女の顔写真や反省文が映し出され、「なぜ防げなかったのか」「どうすれば防げたのか」と議論になった。

当然、児相の対応のまずさを責める声も上がる。インターネットでは10万筆を超える署名キャンペーンも展開され、賛否両論、多くの論考がなされたから、記憶にある方もいるのではないだろうか。


あの事件が「なぜ防げなかったのか」については、東京都、香川県、両都県で検証委員会を設置し、互いに状況共有を図りながら検証を行っており、国としても、社会保障審議会のなかの専門委員会で検証の予定でいるので、それらの報告を待ちたいが、「どうすれば防げたのか」に関連して、どの専門家も口をそろえて言う言葉がある。

「児童福祉司をもっと増やさなければいけない」

緊急対策として「任期付職員」制度を活用
事件があったのは3月だが、世論、そして政治、行政が大きく動いたのは、反省文が公表された6月以降である。6月21日には東京都が児童虐待防止に向けたプロジェクトチームを発足。会合を重ね、9月14日に「児童相談体制の強化に向けた緊急対策」として案をまとめて発表した。

このなかで、すぐにでも取り組めるものとして、冒頭のように任期付で児童福祉司を新たに13人、今年度中に採用する運びとなった。

「任期付職員」とは、都政の喫緊の課題を解決するために、専門的な知識や経験を持つ人材を都庁の外部から登用し、一定期間活用する制度。一般職の地方公務員であることに変わりはないが、任期は最長5年である。

特徴は、その応募条件を見れば分かるが、大学・大学院卒業でも福祉に関する職務経験が5年以上必要（学歴により必要な経験年数は異なる）と、とにかく「即戦力」として求められるところにある。

児童相談所という虐待対応の最前線に放り込まれて、困難を抱える親子に対応する職務を遂行していくには、肉体的にも精神的にもタフさが求められる。キャリアや経験のない人を採用して育成することも大切だが、虐待についてある程度知識も経験もあり、すぐに動ける人材は、現場ではとても貴重だ。実際、児童養護施設や母子支援施設などの福祉の職場を経験して、児童福祉司となる人は多い。

しかし気になるのは、せっかく児相で児童福祉司として働いてキャリアを積んでも、任期が満了した際には辞めなければならないのかという点だ。それはあまりにもったいない。

東京都保健福祉局の職員課に問い合わせたところ、「任期付であっても地方公務員であるので、最長5年の任期が切れた後は、『キャリア活用採用』の選考を経て、引き続き働いてもらうことができます。児童福祉司としての採用なので、他の児童相談所への異動はあっても、都の他部署への異動などはありません」という答えが返ってきた。

つまり任期が満了しても、経験者採用枠の選考試験に通れば、児童福祉司として働くことができる。そしてこれは、任期に定めはない。

2022年度までに児童福祉司2000人の増員計画
7月20日。国は児相の児童福祉司を、2022年度までにいまより2000人程増やす新プランを策定した。児相は全国に210カ所あるから、単純に割っても、1カ所に9.5人の増員だ。もちろん人口比率を鑑みて、それぞれの児相ごとにもっと配置が多い、少ないあるだろうが、この2000人という数字を見たときに私がまっさきに思ったのが、「そんなに集まるのか」だった。

いまでさえ東京都の児童福祉司は配置基準に対して98人足りていない。全国の児相のなかには1人が100ケース以上担当しているところもあり、児童福祉司不足は深刻な問題となっている。しかも、児童虐待死事件が起きれば必ず、「児童相談所はなにをしていたんだ」と激しいバッシングが起こる。ただでさえ成り手のいないところ、なりたいと思う人はさらにいなくなる。

児童虐待対応の最前線で日々、困難を抱えた親子と向き合うのは、想像以上にたいへんだ。子どもを思う気持ちはあっても、ケースに忙殺され、心身ともに疲弊して潰れていく人も後を絶たない。
児童虐待をめぐる熱狂のあとで
「児童福祉司が必要だ、増やせ」と言うのは簡単だ。政治に働きかけ、予算を取ることもとても大切だ。でも、予算をつけて、政治に働きかければ、その後は誰かが魔法のように児童福祉司を増やしてくれるわけではない。だからこそ私たちは、しっかりとその後の国や行政の動きを追わなければならない。

多くの人たちが、子どもが亡くなり、事件化することで、ようやくそこに虐待があったことを知るだろう。幼い子どもが犠牲になることに胸を痛めた人たちの義憤は高まり、何かしなくては、という気持ちをかき立てる。ただ、強烈な感情に突き動かされたアクションは、スピード感を持って物事を変えていく大きな力を持つ一方で、どこか熱狂に加わっている感覚で、継続して関心を寄せることは難しい。

これは、私たちが、熱しやすく冷めやすい（忘れやすい）世論の姿をこれまで幾度となく目にしてきたことからも明らかだ。

亡くなるまで至らなくても、事件にならなくても、裸足で外に出される子も、殴られる子も、万引きさせられる子も、ごはんを食べさせてもらえない子も、毎日、毎日、まだ生きて、どこかで息を潜めている。過酷な状況のなか生き抜いている子がたくさんいることを、どうか覚えていてほしい。

そしてまた、せっかく虐待を生き抜いて大人になっても、子ども時代に愛情をもって育まれなかったことが、その人をとても生きにくいものとする。死ななかったからよし、保護されたからよし、ではない。“かつて結愛ちゃんだった”子どもや大人は、いまも数えきれないほど存在している。

人々の熱狂が冷めた後も、変わらず闘っている福祉の現場がある。

虐待の傷を抱えた子どもたちの生活を支える児童養護施設など児童福祉施設や自治体の子ども家庭支援センター、私がスタッフをしている「アフターケア」を担う事業所もそのひとつだろう。そして、児童虐待相談対応件数が13万3千件を超え、また過去最高を記録してしまった児相も、もちろんそうだ。

児相の業務の中身や、児童福祉司一人ひとりの資質などについて、忸怩たる思いを抱える子どもの支援者は少なくない。今回、これを書くにあたって、児相を一方的に賞賛していると取られてしまいかねないことを危惧しつつも、それでも、やはり児童福祉司はいまよりもっと増えなければならない。

また、あれほど多くの人が、「児童福祉司を増やすべきだ」と言っていたにもかかわらず、いざ児童福祉司の募集が始まったときに目を向ける人が少ないのは、残念でもあり、おかしくも感じる。

地味な情報かもしれないが、経験と志、愛のある人に届きますように。そして願わくば、2022年度までに本当に2000人の児童福祉司が増やされ、彼らが息をひそめている子どもたちを見つけ、一人ひとりに丁寧な対応を取ってくれることを切に願う。

連載：共に、生きる──社会的養護の窓から見る
https://forbesjapan.com/articles/detail/23169?n=1&e=23159
・虐待児の長期入院、２８年度に６３人　治療終えても行き場なし（産経新聞・9月27日）
　親などから虐待を受けて、医療機関に一時保護された子供が、治療を終えた後も行き場がなく退院できないケースが平成２８年度、６３人に上っていたことが厚生労働省の調査で分かった。虐待の後遺症で障害が残るなどし、児童養護施設などでの受け入れが難しくなるためだ。子供の育成の観点から問題があるだけでなく、交通事故などで救急搬送されてくる子供のベッドの空きがなくなる問題も生じている。（佐藤好美）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
　虐待を受けた子供の不必要な長期入院は、子供の健全育成に好ましくないとの指摘があり、厚労省が全国の児童相談所を通して初めて調査した。
　それによると、医療機関に一時保護された子供は平成２８年度に５６４人。うち、入院が１カ月以上にわたったのは１９５人。そのうち３２・３％にあたる６３人が、医師が治療が必要と考える期間を超えて入院し、１年以上の長期入院になった子供も３人いた。
　「一時保護」は、虐待で子供の命に危険がある場合などに、児童相談所などが行う。親から離して「一時保護所」で保護したり、乳児院や児童養護施設に一時保護を委託する。子供が虐待の後遺症などで重度障害を負っていたり、医療サービスが必要だったりすると、医療機関に委託することもある。
　医療機関での保護になるのは、乳幼児揺さぶられ症候群で障害が残ったケースや重度心身障害のあるケース、経管栄養や人工呼吸器などの「医療的ケア」が必要なケースが多い。
　一時保護所で一定期間を過ごした子供は一般に、親元に戻るか、乳児院や児童養護施設などに移る。こうした施設にも障害のある子供は増えており、平成２５年の調査では入所児童の３割近くに何らかの障害がある。障害の内容はさまざまだが、一般的な児童養護施設などでは、医療的ケアが必要な重度の子供の受け入れは難しいのが実情だ。
　虐待の問題に詳しい花園大学の和田一郎准教授は「東京や大阪のような都会では、そもそも受け入れ先探しが難しく、一時保護所のなかには定員を超えているところもある。障害のある子供では、受け入れ先探しはさらに難しいだろう」と指摘する。
　調査でも、退院できない理由のトップには「受け入れ先施設に空きがない」（３０件）が挙がる。最終的な受け入れ先を追跡すると、最多は乳児院で１７件。２番目が家庭復帰（１６件）。３番目に重度心身障害児が暮らす「医療型障害児入所施設」（９件）が続いた。
「年齢相応の発達望めない」　ベッド満床で重症受け入れ困難に
　埼玉県川越市の埼玉医科大総合医療センター（堤晴彦病院長）の小児科病棟。９月半ば、親などから虐待を受け、治療を終えても退院先のない１歳から１４歳の３人が入院していた。
　全国でも限られた小児救命救急センターがある同病院には、命に関わる虐待を受けた子供が運ばれてくる。小児救急が専門の桜井淑男・同大准教授は「治療後も退院先が見つからないことは少しも珍しくない。だが、病院は子供の自然な発達を促す環境にはない。年齢相応の発達が望めない」という。
　過去２年半に、同センターの小児科に虐待が原因で入院した子供は約３０人。やけどや、床にたたきつけられたなどで脳に障害を負い、人工呼吸器や経管栄養をつけた子供もいる。児童相談所と連携して対応するが、治療を終えても受け入れ先がなく、入院が長引いた子供は２１人。施設が空くのを１年以上待つ子もいる。
障害の軽い子供は乳児院や児童養護施設の空きを待つが、重い障害の子供を受け入れる「医療型障害児入所施設」はさらに空きがない。埼玉医科大は５年前、同センターに隣接して医療型障害児入所施設「カルガモの家」を開設した。医療的ケアの必要な子供の入所に対応し、訪問看護で自宅での暮らしも支援している。しかし、そこにも定員はある。桜井准教授は「県をまたいで探すこともあるが、地元から離れれば、親は会いに来なくなる」と悩みはつきない。
　子供の育ち以外の問題も生じる。なるべく看護師の目の届くところに置くと、重症患者用のベッドをふさいでしまう。本来受け入れるべき交通事故などでの大けがや、重症疾患の子供を受けられなくなるという課題もある。
　桜井准教授は「虐待対策は今まで、事後の話ばかりだった。だが、ことが起きてからでは遅い。生まれる前から産科がサポートし、市区町村の保健センターや児童相談所も入れて、虐待が起こらないようにしないといけない」と話している。
https://www.sankei.com/life/news/180927/lif1809270017-n1.html
＊体罰
・世界50ヶ国以上が「体罰」を法律で全面禁止（週刊金曜日・9月21日）　
日本でも新立法を
小宮純一｜
体罰の弊害は科学的にも明らかになってきており、禁止立法が効果的だ―─日本弁護士連合会が８月28日、都内でシンポジウムを開き、新立法などを訴えた。
虐待を受けた子ども臨床の豊富な西澤哲氏（山梨県立大学人間福祉学部教授）が「混乱する『しつけ』」と題して基調講演。「体罰には大人の言うことをきかせる即時効果がある、としていた米国の研究者が、平手打ち程度の体罰を受けた子どもに限定して再分析した結果、多くの問題行動に結びついていることを確認。過去に認めていた即時効果も否定する軽度の体罰の有害性を論文で発表した（E.ガーショフ2016年）」と紹介した。
体罰の有効性は「養育者に対する恐怖や痛みによるもので、自分の感情や感覚、行動を調節する力が育たなくなってしまうのが最大の弊害」と、児童養護施設で出会ってきた子どもの例を挙げ強調した。
日弁連子どもの権利委員会幹事の森保道弁護士は、家庭での体罰を法律で全面禁止した国が53カ国、法的全面禁止化表明国が57カ国との世界動向を報告。セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの瀬角南氏は、17年７月実施の調査で、子どもがいる日本の保護者1030人の約７割が「過去にしつけの一環として子どもを叩いた」と答え、総回答者約2万人の約６割が「しつけのために子どもを叩くことを容認する」と回答した、などと報告した。
http://www.kinyobi.co.jp/kinyobinews/2018/09/21/antena-329/
＊障がい
・支援学校生徒に「笑った顔むかつく」職員処分へ（読売新聞・9月1日）
　東京都足立区の障がい福祉センターの職員が、実習で訪れた特別支援学校の男子生徒（１７）に暴言を吐いた問題で、同区は３１日、第三者の弁護士による調査結果を公表し、「職員の言動は心理的虐待に該当する」と結論づけた。別の職員２人が、他の利用者２人を嘲笑していたことも判明。区は３人を処分する。

　区によると、６月１４日、生徒が同センターでの作業訓練の実習に参加した際、男性職員（２８）が「笑った顔がむかつく」などと発言した。女性職員（５３）と男性職員（３２）も、別の男性利用者２人の言動や身体的特徴を嘲笑したという。

　職員らは「利用者は笑顔を見せていたため、喜んでいると思った。心理的虐待とは思っていなかった」などと述べ、反省しているという。

　近藤弥生区長は３１日、「ご本人や家族、関係者の皆様に深くおわびする。調査結果を真摯に受けとめ、センターのあり方を抜本的に見直す」とのコメントを出した。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180901-OYT1T50046.html
＊性暴力
・「子供の性被害に不安」７３・５％…内閣府調査（読売新聞・9月28日）
　内閣府は２８日、「子供の性被害防止対策に関する世論調査」の結果を発表した。身近にいる子供が児童買春や児童ポルノなどの性被害にあうかもしれないと不安を感じる人は７３・５％に上った。その理由（複数回答）としては、「ＳＮＳなどを通じて見知らぬ人と簡単に出会えるから」が８２・８％で最も多かった。

　被害を受けた場合、電話やインターネットで警察などに相談できる窓口があることを３４・６％の人が知らなかった。

　調査は７月１９日～８月５日、１８歳以上の男女５０００人を対象に行い、５８・１％が回答した。政府が子供の性被害防止対策について意識調査をするのは初めて。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180928-OYT1T50121.html?from=ytop_ylist
・７割が身近な子供の性被害に不安　内閣府調査（産経新聞・9月28日）
　自分や知人の子や孫など身近にいる子供の性被害に不安を持つ人が７割以上に上ることが内閣府の調査で２８日、分かった。多くが会員制交流サイト（ＳＮＳ）を理由に挙げた。
　調査は内閣府が７月から８月、１８歳以上の男女５千人を対象に実施し、２９０３人が回答した。
　「身近な子供が性被害にあうかもしれないと不安を感じるか」との問いに対し、「感じる」「どちらかといえば感じる」と回答したのは計７３・５％を占めた。不安を感じる理由（複数回答）は、「ＳＮＳなどを通じて見知らぬ人と簡単に出会える」が８２・８％でトップ。「（女子高生のサービスを売りにする）ＪＫビジネスの存在」（３４・３％）、「地域のつながりが弱く、近所の住民の顔をほとんど知らない」（２８・３％）が続いた。
　子供を性被害から守る社会をつくるために必要なのは「国民全体での意識向上」（５７・６％）や「相談しやすい環境整備」（５５・３％）と半数以上が答えた。
https://www.iza.ne.jp/kiji/politics/news/180928/plt18092819120029-n1.html

・「身近な子どもの性被害不安」７割　理由の８割がＳＮＳ（朝日新聞・9月28日）
　子どもの性被害を防ぐ対策を探る世論調査を内閣府と警察庁が初めて実施し、２８日結果を公表した。「身近にいる子どもが性被害にあうかもしれない不安を感じる」と答えた人が７３・５％を占めた。不安を感じる理由を複数回答で聞くと「ツイッターやＬＩＮＥなどのＳＮＳを通じて見知らぬ人と簡単に出会えるから」が８２・８％に上った。
　７月１９日～８月５日、１８歳以上の５千人を対象に面接調査。有効回答は２９０３人（５８・１％）だった。神奈川県座間市で昨年、主に自殺を話題にしたツイッターで知り合った１０～２０代の男女９人が殺害された事件があり、警察庁は回答に影響した可能性があるとみている。
　不安を感じる理由としては他に「ＪＫビジネスが存在しているから」（３４・３％）や「地域のつながりが弱く、近所の住民の顔をほとんど知らないから」（２８・３％）、「児童ポルノが出回っているから」（２６・６％）などが挙がった。
　インターネットによる子どもの性被害を防ぐ対策としてどんな取り組みが必要か尋ねると、「有害なサイトへ接続を制限するフィルタリングの設定」が５９・９％で最も多かった。１８歳未満の子どもがいる親でこの回答を選んだ人は７６・８％に上った。
　子どもが学校でインターネットを適切に利用する力を習得する教育を受けていることを「知らない」と答えた人は５６・６％。警察庁は「親が子どものＳＮＳの利用実態を知り、フィルタリングなど家庭でのルールを作ってほしい」としている。
　子どもの性被害に関する犯罪の罰則と取り締まりの強化を求める人はともに６割を超えた。警察庁は子どもの性被害について相談しやすい環境をつくるため、来年度をめどにホームページ上で質問に答えながら相談先を案内するシステムの運用を始める。携帯電話からつながる警察の相談専用電話で全国共通の短縮ダイヤル（＃９１１０）の利用も呼びかけている。
https://digital.asahi.com/articles/ASL9X3SQRL9XUTIL014.html?_requesturl=articles%2FASL9X3SQRL9XUTIL014.html&rm=398

＊SOGI（ソギ・性的指向と性自認／Sexual Orientation＆ Gender Identity）

・＜ＬＧＢＴ相談の場＞あっても児童・生徒に周知せず、７割（毎日新聞／Yahooニュース・9月3日）
　◇小中学校調査
　ＬＧＢＴなど「性的マイノリティー」に関し、悩みを相談できる場や相談相手となる教職員が存在する小中学校のうち、６９％がその存在を児童・生徒に周知していなかった。静岡理工科大（静岡県袋井市）の調査で判明した。文部科学省は相談体制の充実を全国の学校に呼び掛けているが、同大は対応が現場任せで「教諭の知識・経験不足で関わり方が分からないのでは」と分析。男女混合名簿導入など性別による区分を避ける小学校は７４％、中学校は４４％と対応に違いが出ていることも明らかになった。

　文科省は２０１５年、教職員らによるサポートチームをつくることなどを全国の教育委員会に通知。自認する性別の制服・体操着の着用や多目的トイレの使用を認めるなど、各学校で実施されている配慮事例を紹介したが、実際の対応は現場任せになっている。

　調査は同大の本多明生・情報学部准教授らが昨年１０月以降、無作為で抽出した全国の小中学校５５００校に書面で（１）「学校全体で取り組んでいる支援・配慮」（２）「特定の児童・生徒に対する支援・配慮」の２項目を聞いた。小学校は（１）（２）とも８３１校（有効回答率２２％）、中学校は（１）４９５校（２）５００校（同いずれも２８％）が回答した。

　（１）の設問で、相談できる教職員らがいるとしたのは小学校６６０校（７９％）、中学校４４１校（８９％）。このうち約７割に当たる小学校４６６校、中学校２９６校が相談先の存在を児童・生徒に周知していなかった。約８割の小中学校が「性的マイノリティーに配慮する認識が教職員の間で共有されている」と回答する一方、教職員向けの研修会を実施していた学校は小学校２２０校（２６％）、中学校１０３校（２１％）と低水準だった。

　小学校と中学校で差が出たのが、男女混合名簿や「さん」付け呼称の導入など性別による区分の解消。（２）の設問で聞いた具体的な取り組みでは、自認する性別の服装や髪形を認めていた小学校は５割以上あったが、中学校は３割台だった。

　本多准教授は「（小中学生は）自らの性的指向を認識し始める時期。性的マイノリティーの児童・生徒はいじめの対象や不登校になりやすい」と指摘している。【加古ななみ】

性的マイノリティーの児童・生徒に対する支援策の導入割合

　　　　　　　　　　　　小学校　　中学校

相談できる教職員がいる　　７９％　８９％

性別による区分を避ける　　７４％　４４％

教職員向けの研修会の実施　２６％　２１％

授業で取り上げる　　　　　１９％　３２％

教職員向けの手引の作成　　１５％　１１％

　◇【ことば】性的マイノリティー

　性自認や性的指向が多数派と異なる人たち。「ＬＧＢＴ」と称されるレズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（体の性と性自認が異なる人）のほか、性自認が男性でも女性でもない「Ｘジェンダー」や、性自認や性的指向が分からなかったり迷ったりしている「クエスチョニング」などがある。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180903-00000004-mai-soci
＊SNS関連
・ネット依存“病的な使用”　中高生ほぼ倍増 93万人（ホウドウキョク／Yahooニュース・9月1日）
病的なインターネット依存が疑われる中高生が、5年間でほぼ倍増し、全国で93万人にのぼることが、厚生労働省の研究班の調査で明らかになった。

調査では「ネット使用をやめると不機嫌になる」など、ネット依存に関連する8項目の質問に5個以上当てはまる、「病的な使用」の中高生は、5年前に比べて2倍近い、93万人と推計された。

質問に3個から4個当てはまる人を含めると、254万人にのぼる。

男子は、オンラインゲームの利用率が高く、女子は、SNSの利用率が高いという。

研究チームは、ネットの過剰使用について、「家庭にだけ任せるのは限界があり、既存のデータをもとに、議論を深めていく必要がある」としている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180901-00035756-houdouk-soci
・ネット依存「１０歳未満も治療に訪れる」　進む低年齢化（朝日新聞・9月2日）

スマホやパソコンとの付き合い方のポイント
　
子どものネット依存が急速に広がっている。厚生労働省研究班の調査で、依存が疑われる中高生は５年間で約４０万人増え、９３万人に上ると推計された。子どものスマホ所持が当たり前になるなか、どのようにネットとつきあい、依存を防ぐか。病院や教育現場で模索が続く。
　「たった５年でこれだけ深刻化しているとは」
　全国で９３万人の中高生がネット依存の疑いがあるという推計を発表した３１日の会見で、調査に加わった国立病院機構久里浜医療センター（神奈川）の樋口進院長は「未来を担う子どもたちに適切な対策がなされなければならない」と危機感をあらわにした。
　同センターは２０１１年、国内で初めて「ネット依存外来」を開設。現在は年間で約１５００人が受診し、約７割が未成年という。患者の低年齢化も進んでおり、昨年は１０歳未満の子どもも初診で訪れた。それでも、本人が来院を拒んで家族だけで訪れる人らもおり、実態が見えづらい部分もあったという。
　樋口院長によると、受診者のほとんどが「ゲーム障害（依存症）」で、オンラインゲームにのめり込んでいる。患者によっては脳が萎縮して理性をつかさどる機能が低下し、「わかっていてもうまくできない」状態になる。こうした場合は▽朝、起きられない▽遅刻・欠席▽ひきこもる▽物に当たる、壊す▽家族に暴力をふるう――などの症状も現れるという。
　受診者には、カウンセリングやデイケア、入院で治療にあたっているほか、親子で話し合ってネットを利用する時間を決めることなどを勧めているが、限界もある。樋口院長は「深夜は未成年がゲームにアクセスできないようにするなど、抜本的な解決策を模索しなければならない」と語る。
　秋田県教委は２０１６年度から夏と冬に、スマホが手放せない小中学生を対象に「うまホキャンプ」を開催している。今年８月のキャンプには５人の子どもが参加。県教委の担当者によると「どうしていいか分からなくて来ました。なんとかして下さい」と、すがる様子で語る親子もいた。
　６泊７日のキャンプの期間中、参加者は小児科医やカウンセラー、大学生らのサポートを受けながら登山や釣りをして自然と触れる。その間、スマホやパソコンには接しない。県教委によると、野外での活動を通してスマホ以外にも目が行くようになる子どもが多く、キャンプを経て不登校の子が学校に行くようになったケースもあるという。同様のキャンプは兵庫、神奈川などでも開かれている。
　日常生活の中で、ルールを決める学校もある。東京都調布市立第四中学校は、スマホを学校に持参することは原則禁止だが、ＳＮＳによるトラブルが起きた。再発や依存防止のため、２年前からは生徒会と校長らが話し合い、「勉強するときは通知オフに」「利用時間を保護者と決めよう」など８項目の「ＳＮＳルール」を定めている。
　７月には近くの小学校と連携して「スマホミーティング」を開催し、生徒７人が講師役として約２５０人の小学６年生にスマホの注意点を教えた。吉岡正元・副校長は「年下の子どもに注意点を説明することで、生徒たちの意識も高まる」と狙いを語る。
https://digital.asahi.com/articles/ASL8Z64GYL8ZUTIL04L.html?rm=706
＊その他
・大麻は「ゲートウェードラッグ」未成年にも蔓延（読売新聞・9月3日）
　大麻に手を染める若者が増えている。２０１７年の全国での摘発者数は３００８人と過去最多となった。１０～３０歳代の伸びが大きく、兵庫県内でも２０歳未満の摘発が１９８９年以降、過去最多となるなど、薬物汚染の広がりは深刻だ。より強い刺激を求め、覚醒剤などの使用にもつながりかねないため、県警などは警戒を強めている。

　「友人から勧められて、好奇心で吸ってしまった」

　警察官が今年、路上で挙動不審な少年に職務質問をしたが、話がかみ合わない。所持品を検査したところ、ポケットからポリ袋に詰められた大麻が見つかった。取り調べに対し、少年はこう話したという。

　兵庫県内では、同様の事例が相次いでいる。１７年に大麻の所持や譲渡などで摘発された少年は３４人に上った。内訳は▽有職者１６人▽無職１０人▽高校生６人▽大学生、中学生がそれぞれ１人――だった。摘発人数の推移をみると、１０年の３２人をピークに、１４年には３人まで減少したが、１５年に２６人まで急増、その後も増加傾向が続く。

　背景について、県警少年課は「危険ドラッグは規制強化で入手しにくくなり、大麻への回帰が進んだ」と分析する。

　近年は、ネット上で売人と接触せずに購入できるようになったほか、仲間の一人が手を出すと、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）などでのつながりを通じ、一気に広がるケースも多い。

　大麻は末端価格が１グラム６０００円程度と、６万円程度が相場の覚醒剤などに比べて割安。海外では使用が合法化されている国もあるが、厚生労働省監視指導・麻薬対策課は「乱用すれば情緒不安定になり、使用が長期間に及ぶと、幻覚や知的機能の低下などの症状も出る」と指摘。「覚醒剤などに手を出す『ゲートウェードラッグ』と称され、破滅への入り口だ」と警告する。

　　　　　◇
　関係機関は若年層への蔓延を食い止めようと懸命だ。

　兵庫県警は昨年度、小中学校などの児童、生徒を対象に、薬物乱用の危険性を訴える教室を３００回以上開いた。実際の犯罪を基に、中学生がＳＮＳで知り合った友人に誘われ、薬物に手を染めるまでを劇に仕立てて披露するなど、子どもの関心を高めようと工夫している。

　関西学院、関西、同志社、立命館の４大学は連携し、毎年、新入生に薬物に対する意識調査を実施している。

　兵庫教育大の西岡伸紀教授（健康教育）は「若者は仲間とのつながりが強いため、薬物使用など違法行為への誘いを受けやすい。拒否する方法をロールプレイング（役割演技）方式などで学ぶことが必要だ」と指摘している。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180831-OYT1T50072.html?from=ytop_ylist
・学校への持ち物軽減通知　文科省、保護者の懸念受け（日経新聞・9月10日）
　文部科学省は10日までに、教科書や学用品を入れたランドセルなどが重すぎることで、持ち運ぶ児童生徒の発達に悪影響が出かねないとの懸念が保護者らから出ていることを受け、全国の教育委員会に対し、通学時などの持ち物の重さや量を工夫して負担を軽減するよう通知した。
　通知は(1)家庭学習で必要のない教科書やプリントなどの教材を机の中に置いて帰ることを認める(2)１日で多くの学用品を使う場合、あらかじめ数日に分けて持参するよう指導する(3)学校で栽培した植物などを持ち帰る場合、保護者が取りに来ることも可能にする――といった取り組みを例示し、参考にするよう呼び掛けた。
　教科書は宿題や予復習などの家庭学習のために重要との見解も改めて提示。その点も踏まえ、子供の発達段階や地域の実態を考慮して総合的に検討するよう求めた。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO35165620Q8A910C1000000/
・日本の教育公的支出は最低　15年のＯＥＣＤ調査（日経新聞・9月12日）
　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は11日、小学校から大学までに相当する教育機関に対する公的支出状況などを調査した結果を公表した。2015年の加盟各国の国内総生産（ＧＤＰ）に占める支出割合を見ると、日本は2.9％となり、比較可能な34カ国中で前年に続き最も低かった。ＯＥＣＤ平均は4.2％。
　一方で、日本の子どもにかかる学校関連の費用の総額は、小学校から大学までで１人当たり１万2120ドルとなり、各国平均の１万391ドルを上回った。教育費が比較的高いのに公的支出の割合は少ないことで、家庭負担に頼っている現状が浮かんだ。
　ＯＥＣＤの調査担当者は「特に家庭負担が重い大学などの高等教育と幼児教育・保育については、公的支出を中長期的に増やしていくべきだ」と述べた。政府は19年度以降、幼児教育や高等教育の一部無償化に取り組むことを既に決めている。
　公的支出の割合が最も高かったのはノルウェーの6.3％。フィンランド5.6％、アイスランド5.5％、ベルギー5.4％が続いた。
　調査は、日本の国公立大学などの授業料は海外に比べて高く、奨学金の利用者が卒業時に抱える負債を返済するのに最長で15年かかっていることも指摘し「加盟国の中で最も重い」とした。
　３歳未満で正規の幼児教育や保育サービスを受ける子どもの割合は23％で、各国平均の31％を下回っていた。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO35255610S8A910C1000000/
・まちがいだらけの薬物依存症　乱用防止教育が生み出す偏見（BuzzfeedJapan・9月12日）
なぜ「ダメ。ゼッタイ。」ではダメなのか？　薬物依存者に過剰に厳しい日本の課題について考える2回連載、前編です。

松本俊彦 BuzzFeed Japan, Contributor / 国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 薬物依存研究部 部長

今年の8月21日、第100回記念の甲子園決勝戦で、VIP席に元プロ野球選手の清原和博さんが顔を見せたことが、メディアでちょっとした話題になりました。
私もインターネットでその記事に掲載された、試合を観戦する彼の写真を見て、「ああ、いい笑顔だ」と感じたのを記憶しています。一般の人たちの反応もおおむね好意的で、彼の復活を応援する声が多数寄せられていました。

しかし残念ながら、辛辣な意見もありました。「Tシャツ姿なんてだらしない服装で登場するなんて、とても反省している風には見えない」とか、「犯罪者のくせに未成年者の前に現われるな」などといった批判です。

率直にいって、これらの批判は議論するまでもなく、理不尽なものです。夏の炎天下での野球観戦にダークスーツ姿で行くのは場違いなだけでなく、健康上にも好ましくありません。

また、執行猶予中の者が未成年者の前に現われてはいけない、などという規則や法律は聞いたことがありません。

そもそも、組織的な密売ならばさておき、法律で規制されている薬物の自己使用や、自分が使うぶんの少量の薬物所持がそれほど凶悪な犯罪なのでしょうか。

決して違法薬物の使用を肯定するつもりはありませんが、他者の権利や財産の深刻な侵害という点では、少なくとも飲酒運転によるひき逃げ事故や、自身の権威や立場を利用したパワハラよりもまだ罪が軽いように思います。

それにもかかわらず、なぜわが国の人々は、違法薬物に手を出した人にここまで反省や自粛を求めるのでしょうか?

わが国における誤解と偏見

今年の初夏、私は、近畿地方のあるダルク（薬物依存症からの回復のための民間リハビリ施設）が開催するフォーラムに講師として招かれました。

少し前から私は、そのダルクが施設移転をめぐって地域住民とトラブルになっているという噂を耳にしていたこともあり、「講演を通じて住民の薬物依存症者に対する偏見を緩和し、トラブルの解消に一役買わねば」などと勝手に気負っていました。

しかし残念ながら、事態はそれほどたやすいものではありませんでした。というのも、フォーラムに集まってくれた人たちは、日頃からそのダルクの活動を応援してくれている人ばかりで、施設反対派の住民は誰一人いなかったからです。

これでは何を話したって伝わりっこない――壇上から見知った顔の多い客席を眺めながら、私はひそかに落胆していました。

ともあれ、フォーラム終了後、ダルク職員の好意に甘えて、車で新幹線に乗り込む駅まで送ってもらうことにしました。その道すがら、偶然にも、あの設置反対運動の舞台となっている地域を通りがかったわけです。

その一帯の異様な光景を、私は生涯忘れないでしょう。ダルクの施設がある通り沿いの家という家に、「覚せい剤　薬物依存症　リハビリ施設（ダルク）　建設断固反対」という貼り紙がされていたからです。

なかには、呪いの護符のように壁一面に何枚も貼り紙をしている家もありました。そのありさま、瀟洒な京町家の景観を深刻に損ない、家々の印象を妖気漂う幽霊屋敷のように見せていました。

私は言葉を失い、そして同時に、この街並みを通り抜けてダルクに日参する利用者の心情を想像して、胸がひどく痛みました。もしも自分の身内や知人のなかには薬物依存症者がいて、その苦悩をリアルに知っている人ならば、こんなことは到底できないはずです。

「ああ、この街の人々にとって薬物問題は他人事、別世界のことなのだ」と直感しました。

実は、こういった住民反対運動は、何もその街に限った話ではありません。同様のトラブルは、新たにダルクの施設ができるたびに国内各地でくりかえし起こってきたことです。

「私たちの街には、薬物依存症のリハビリ施設を必要とする人など一人もいない。むしろそんな施設があると、よそから危険な人たちが集まってきて、生活の安全を脅かされる。だから、やめてくれ」

おそらく反対する人の主張はそういったものなのでしょう。

「私たちは関係ない」――これが平均的な日本人の感覚なのです。

「生」の薬物依存症者と会ったことがない人々

日本人の多くにとって薬物問題が他人事なのは、それくらい自分たちの身近なところに薬物問題がないからです。

たとえば米国民のおよそ半分の人たちは、生涯のうちに少なくとも1回は法律で規制されている薬物を使用するそうですが、一方の日本の場合、生涯のうちに1回でも違法薬物 を使ったことがある人は全国民の2%程度であることがわかっています。

このデータは、しばしばわが国の乱用防止策が一定の効果を上げていることの根拠として引用されてきました。

確かに、少なくともわが国の捜査機関の薬物犯罪の捜査・取り締まり能力は世界的に見てもトップクラスであることはまちがいなく、結果的に、わが国は欧米のどの国と比べても薬物に関してクリーンな国です。

しかし皮肉なことに、そのような状況こそが薬物依存症に対する偏見や誤解を生み出す一因となっているように思うのです。違法薬物の使用経験者がきわめて少ないということは、「生」の薬物依存症者と出会う機会も同様にきわめて少ないことを意味します。

したがって、おそらく平均的な日本人の大半は、リアルな薬物依存症者と会って言葉を交わす機会を一度も持たないまま、生涯を終えるのでしょう。それだけに、あらぬ噂や流言飛語は修正されないまま、心に棲みついてしまう危険があるわけです。

それでは、こうした、「生」の薬物依存症者を知らない日本人の多くは、一体どこで薬物依存症に対して、あの、敵意に満ちたイメージを醸成させているのでしょうか？

なぜそこまで薬物依存症者を追い詰めるのか

芸能人や著名人が薬物事件を起こした際のメディア報道のあり方や、ワイドショーのコメンテーターの発言は、確かにその一端を担っているとは思います。

しかし、もっと広範かつ組織的に薬物依存症者に対する印象操作を行っている場所はないでしょうか?　実は、かねてより私が「あれこそが真犯人ではないか」と疑っているものがあります。それが、本稿の副題に提示した中学校・高校で行われている薬物乱用防止教育なのです。

薬物乱用防止教育という「洗脳」

いまから20年近く昔の話です。私はある中学校から生徒対象の薬物乱用防止講演を依頼されました。

まだ駆け出しだった私は、自分ではリアリティのある話ができないと思い悩んだすえ、もともとはみずからが薬物依存症者で、現在は回復してダルクの職員をやっている人にお願いし、自分と一緒に登壇してもらいました。生々しい体験談を話してもらうおうと思いついたのです。

しかし、その計画を学校側に伝え、了解を求めたところ、学校側からは、「やめてほしい」と断られてしまったのです。その際、ダメな理由を聞いて驚き、かつ呆れました。

「薬物依存症の回復者がいることを知ると、子どもたちが『薬物にハマッても回復できる』と油断して、薬物に手を出す子どもが出てくるから」

つまり、学校としては子どもたちに、「薬物依存症からの回復は困難であり、1回でも薬物に手を出したら人生は終わり」というメッセージを出したいと考えたようでした。

正直、これには納得がいきませんでした。というのも、薬物乱用のリスクの高い子どものなかには、親がアルコールや薬物、あるいはギャンブルの問題を抱え、「親があんななのは自分が悪い子だからだ」と自責し、「自分なんかいない方がいいのだ」と自尊心を傷つけている子どもが少なくないからです。

だからこそ、そうした子どもたちに必要なのは、「親があんな風なのはあなたのせいじゃない。あれは依存症という病気であって、解決策はちゃんとある」という情報だと思うのです。しかし、私の抗弁もむなしく、最終的に私は一人で壇上に立たざるを得ませんでした。

実は、この話には後日談があります。その後、私は、学校から登壇の許可が出なかったことを、あらかじめお願いしておいたダルクの職員に詫びの連絡を入れました。すると彼は、電話の向こうで笑いながら次のようなことを教えてくれました。

「まあ、そういうのはときどきありますよ。運よく登壇が許可されても、学校側から『かっこいい服装でこないでほしい。できればジャージとか、ヨレた感じの服装でお願いします』なんて変な注文をつけられたこともありましたよ」

要するに、学校は、あくまでも「こんな風になってはいけない」という人物の見本、廃人やゾンビのような薬物依存症者、つまりは「見世物」として、薬物依存症からの回復者を登壇させていた時期が確実にあったわけです。

さらにいえば、こうした虚構と演出だらけの薬物乱用防止教室を、「生」の薬物依存症者と一度も会ったことのない教師がやっているわけです。ろくな内容になるわけがありません。

薬物乱用防止教育の弊害

疑念が確信に変わったのは、数年前、私は、文部科学省から依頼され、全国高校生薬物乱用防止ポスターコンクールの審査員を引き受けたときのことでした。私は絵心などまったくない人間ですが、薬物依存症の専門家ということで審査員として声がかかったようでした。

これがまた実に退屈な仕事でした。というのも、国内の各地域で行われた予選を勝ち抜いた高校生たちの作品が、あまりにも画一的かつ没個性的で、いずれのポスターも似たような絵柄ばかりだったからです。

ポスターはおおむね二つのパターンに大別できました。

一つは、目が落ちくぼみ、頬がこけた、ゾンビのような姿の薬物乱用者が描かれ、しかも両手に注射器を握りしめ、いままさに背後から子どもたちに襲いかかろうしている、というパターンでした。

そしてもう一つのパターンは、アニメの『アンパンマン』に出てくる悪役キャラクター「バイキンマン」のような姿をした薬物乱用者の集団を、子どもたちが撃退しているシーンを描き、「シンナー団をやっつけろ！」というキャッチコピーが付せられたものでした。

いずれのパターンであるにせよ、学校でどのような薬物乱用防止教育がなされているのかは、容易に想像できました。おそらく誇張と嘘に満ちた洗脳が行われているのはまちがいないと思いました。

薬物依存症を専門とする医師として、はっきりと断言しておきます。

そんなゾンビのような外見の薬物乱用者はめったにいません。

まもなく死ぬほど衰弱した薬物乱用者ならともかく、子どもたちに薬物を勧めるくらい元気のある乱用者は、それこそ『EXILE TRIBE』のメンバーのなかに混じっていても不思議ではないような、格好いいルックスのイケてる先輩、健康的な体躯をした、「自分もあんな風になりたい」と憧れの対象であることの方が多いのです。少なくともゾンビや廃人にはほど遠い人たちです。

だからこそ、子どもたちは油断してしまうのです。おまけに、彼らはとても優しく、これまで出会ったどんな大人よりも自分の話に耳を傾け、自分の存在価値を認めてくれて、「仲間になろうよ」と手を差し伸べてくれる人です。子どもたちが、薬物を勧められても、「ノー」といわないのは、当然ではないでしょうか?

子どもたちを守れないだけではありません。そうした予防教育が、薬物依存症を抱える人たちに対する偏見や差別意識、あるいは優生思想的な考えを醸成する下地を作っていないでしょうか?　

そして、「シンナー団をやっつけろ！」というポスターに典型されるように、薬物乱用者を攻撃や排除の対象としてもかまわない、という態度を作り出している可能性はないでしょうか？

さらに、そうしたことによって、薬物依存症者の回復を妨げ、障害を抱えた人との共生社会の実現を阻んでしまう、という可能性は？

事実、すでに述べた近畿地方でのダルク反対運動に限らず、新たに地域に薬物依存者回復施設が設立されると、必ずといってよいほど、地元住民の設立反対運動が沸き起こってきました。

私には、そうした住民たちの行動は、約30年前、民放連による啓発キャンペーンの、「覚せい剤やめますか、それとも人間やめますか」というキャッチコピーや、その延長線上にある様々な薬物乱用防止教育の影響と切り離すことができないように思えてならないのです。

（後編に続く）

【松本俊彦（まつもと・としひこ）】

国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 薬物依存研究部長、薬物依存症センター センター長

1993年、佐賀医科大学卒業。2004年に国立精神・神経センター（現国立精神・神経医療研究センター）精神保健研究所司法精神医学研究部室長に就任。以後、自殺予防総合対策センター副センター長などを経て、2015年より現職。日本アルコール・アディクション医学会理事、日本精神救急学会理事。

https://www.buzzfeed.com/jp/toshihikomatsumoto/dame-zettai-ha-dame-1
・アルバイト感覚で加担、少年は「切り捨て要員」（読売新聞・9月27日）
　特殊詐欺の検挙者に占める少年の割合が増えている。群馬県警が今年摘発した少年は、８月末までで１３人。全体の３割を超え、２０１２年の３倍に上る。犯行グループは、アルバイト感覚で加担する少年を末端の「切り捨て要員」として利用しているとみられている。

　◆遊ぶ金欲しさ

　「友達と遊ぶためのお金が欲しかった」。８月、前橋市内の女性（８１）からキャッシュカードをだまし取ったとして逮捕された東京都練馬区の高校１年の少女（１５）は、取調官にそう供述した。カードを使い、現金１００万円を引き出した疑いも持たれている。

　少女が特殊詐欺に手を出したきっかけは、同年代の男とＳＮＳで知り合ったことだった。男は特殊詐欺グループとつながりがあると明かし、少女は犯罪と知りながら、現金などの受け取り役「受け子」になることを自ら申し出た。示された報酬はターゲットからだまし取った額の「１割未満」だったという。

　８月１３日。都内から電車を乗り継ぎ、ＪＲ前橋駅で降りた少女は、トイレで白のブラウスと黒のスカートに着替えた。詐欺グループの指示で「銀行協会職員」を装うためだ。服装や化粧などで、被害者の目には少女が３０歳代に映った。

　「同年代の友達もたくさんやっている」。少女は取り調べに淡々と応じているという。ある捜査幹部は「犯罪に対する後ろめたさを感じている様子はあまりない」と印象を語る。

　◆トカゲのしっぽ

　県警によると、県警が特殊詐欺で摘発した少年の割合は、１２年は１割程度だったが、１６年以降は３割前後に増加した。受け子や現金の引き出し役の低年齢化が進んでいる。

　捜査２課は、詐欺グループにとって少年が「使いやすい道具」になっていると指摘する。詐欺グループは「少年法に守られている」「捕まってもすぐに出られる」といった言葉で、犯罪に加担する心理的なハードルを下げ、未成年にとっては高額な報酬を示す。規範意識の低さにつけ込み、警察に捕まる可能性が小さくない現金の受け取りなどに利用しているという。

　ＳＮＳの普及も要因の一つとみられている。詐欺グループからすれば、顔を合わせることなくやり取りが可能になる。協力はさせても、グループの拠点や構成は知らせず、少年が警察に捕まっても困らない「トカゲのしっぽ」にしているとの見方だ。

　◆引き出し役か、１７歳逮捕

　特殊詐欺グループに関わっていたとみられる無職少年（１７）（兵庫県南あわじ市）が２６日、県警に窃盗容疑で逮捕された。

　逮捕容疑は、昨年１２月１９日、不正に入手した他人名義のキャッシュカードを使い、東京都新宿区の金融機関で５０万円を引き出した疑い。安中市内の男性（６３）がだまし取られたカードだったとみられ、県警は、少年が特殊詐欺グループの現金引き出し役だったとみて調べている。

　◆ぎこちない姿、大きなかばん

　特殊詐欺犯を捕まえるため、県警が強化しているのが街頭での職務質問だ。

　全国の警察は近年、詐欺犯をおびき出すために、詐欺と気づいても〈１〉電話を切らずに話を聞く〈２〉現金を渡す約束をする――といった協力を市民に求め、受け渡し場所で捕まえてきた。だが、この「だまされたふり作戦」に犯人側の警戒意識も高まり、警察の存在に気づいて受け渡し場所に現れないことが増えてきた。

　そこで県警は今春から、特殊詐欺が疑われる不審な電話の通報があれば、その地域に重点的に警察官を配置。電話があった時点で、ターゲットの家の近くに受け子が待機している可能性が高いとにらみ、より積極的に職務質問をするようにした。職務質問による検挙は昨年は２人だったが、今年は８月末で５人に増えた。

　職務質問を強化した背景には、受け子の外見に関するデータの蓄積もある。

　被害者を信用させるため、受け子は公務員や金融機関などの職員を装う。だが、「スーツが体のサイズに合っていない」「着替えを入れるための大きなかばんを持ち歩く」といった特徴がある。捜査員が声をかけるかどうか、これらは判断基準の一つになる。

　前原哲也刑事部長は「『群馬での犯行は難しい』と詐欺グループに思わせることが重要だ。少年による犯罪の防止も図りたい」と話している。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180927-OYT1T50035.html?from=ytop_main7
・4人に1人は自宅学習せず　高1調査、受験後ひと息？（日経新聞・9月28日）
高校1年生の4人に1人は、自宅など学校外で勉強していないことが文部科学省の調査で28日、分かった。中学時代に比べて勉強しない人が大幅に増えた。文科省の担当者は、補習が多い高校は学校での学習時間が長く、部活動やアルバイトも要因として考えられると指摘。「高校受験を終えのんびりしていることもあり得る。学習習慣を注視したい」と話した。
2001年に生まれた特定の子供に毎年さまざまな質問をして経年変化をみる「出生児縦断調査」で調べた。文科省は対象の子供が高1だった17年に実施し、約3万人が答えた。
家や塾での勉強時間を尋ねると、平日に「しない」と答えた生徒は25.4%。「1時間未満」は29.3%、「1～2時間」は27.7%、「2～3時間」は11.9%となった。
高校受験が本格化する中3時点では「しない」とした生徒は6.0%で、中1や中2時点でも9%台となっており、高校進学後に大幅に自宅などでの勉強時間が減った形だ。中3時の成績が上位と答えた生徒ほど学校外で勉強に費やす時間は長い傾向もみられた。
一方、高1生に悩みや不安を尋ねると、男女ともに進路に関することが最も多かった。自身で考えている将来の進路は「大学卒業後に働く」が半数以上を占めた。進学を希望する分野は男子は理系学部・学科が43.7%で文系学部・学科の32.1%を上回った。女子では文系が41.5%で理系の27.5%より多かった。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO35876730Y8A920C1000000/
・学校トイレの壁、塗り替えたら「におい軽減」（読売新聞・9月29日）
　色の力でトイレのにおいが気にならなくなる――。色彩が心理に及ぼす影響を研究する大手前大学（兵庫県西宮市）の山下真知子教授（６５）がそんな実験成果を発表し、注目されている。「くさい」「汚い」といった印象の強い学校トイレの壁を塗り替えた結果に基づいており、塗料メーカーなどから問い合わせも寄せられている。

　「鮮やかな色がついてから、トイレに行きやすくなった」。２７日、兵庫県西宮市の市立瓦林小学校で男子児童（１１）が爽やかな緑色のトイレの壁を見ながら話した。同校は２０１４～１５年に山下教授の研究に協力してトイレの壁の色をベージュから鮮やかな緑や青、赤などに替えた。

　山下教授は０９～１６年度、西宮市や同県尼崎市の小中学校に協力を依頼し、計２１校２００か所のトイレの色の塗り替えを監修。トイレ全体の印象を決める壁について、塗り替え前の大半を占めるグレーやベージュから、青、赤、緑、オレンジ４系統の１９色のどれかの色に塗り替えた。

　塗り替え後、対象学校の児童・生徒計約６８００人に、「第一印象」「暖かさ・涼しさ」「においの軽減」など７項目に関し、塗り替え前と比較した印象をアンケートで調べた。

　最も興味深い結果が出たのは「においの軽減」。赤系で１７～２５％、青系で１３～２３％、緑系で１６～３３％が「軽減された」と回答。どの系統も、最も濃い色で塗られた場合に、効果を感じた割合が一番多かった。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180929-OYT1T50056.htm
・こども園「幼児の声、不快ではない」住民側敗訴（読売新聞・9月30日）
　愛知県豊田市浄水町の「浄水ひかりこども園」の近隣住民ら４人が、園児らの騒音により健康被害を受けたなどとして、運営する社会福祉法人「正紀会」に防音設備の設置と計６００万円の損害賠償を求めた訴訟の判決が２８日、名古屋地裁岡崎支部であり、長谷川恭弘裁判長は「幼児の声は必ずしも不快な音ではない」などと、請求をいずれも棄却する判決を言い渡した。

　住民側は、こども園の騒音は基準を大幅に上回っており、受忍限度を超えていると主張。統合失調症やうつ病を発症したり、作業に集中できず業務が遅れたりするなどの被害を受けたと訴えていた。

　判決で長谷川裁判長は、「幼児が声を発することや遊具などを使って遊ぶこと、集団生活を経験することは、発育に不可欠。誰もがこのような時期を経て成長していくものである」と指摘。

　園が運営開始前に周辺の住民に対して説明会を開かなかったことなど、園の対応に「問題がなかったはいえない」としたが、騒音の測定結果をもとに、「こども園の音が一般社会生活上、大きいものであると評価することはできず、不快な音であるともいえない」と結論づけた。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20180929-OYT1T50016.html
ｌ
